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2 款 1 項 6 目

1 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 107 3 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 財務部　管財課　財産管理係 総合計画施策体系 7

事務事業名 財産区管理事務 ソフト一般会計

根拠法令 地方自治法

目　的
（何のために）

　市内各財産区議会・管理会との連絡調整及び事務管理を通じて、適正な運営を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内各財産区（11財産区議会、10財産区管理会）

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　財産区議会及び財産区管理会の運営（１,５８１千円）
　　　　　財産区議会定例会及び臨時会を25回、財産区議会協議会を52回、財産区管理会を11回、そ
　　　　れぞれ開催し、各財産区の管理運営を図り、財産区事務局として事務を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　各財産区が保有する森林等の適切な財産管理が必要であり、財産区との連絡調整及び管理事務を
実施する。

1,581 千円 1,493 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 737 千円 1,141 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 737 千円 1,141 千円 1,581 千円 1,493 千円

一般財源 千円 千円 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.36 0.90 1.45

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.36

9,771 千円

1.60

7,697 千円

2.15

事
業
費

-

嘱託職員 0.70 0.70 -
11,558

総事業費(A)+(B) 10,508 千円 8,838 千円 13,139 千円 - 千円

人件費/総事業費 92.99 ％ 87.09 ％ 87.97 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

- 17 -
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款 1 項 3 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 30 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 財務部　管財課　庁舎管理係 総合計画施策体系

事務事業名 庁舎等施設災害復旧事業 ハード一般会計 11

8

根拠法令

目　的
（何のために）

　平成３０年７月豪雨により被災した庁舎等施設の復旧事業

対　象
（誰・何を対象に）

　庁舎等施設

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　1　庁舎施設の修繕（５０８千円）
　　　　　大雨により床上浸水被害を受けた安芸津支所の床張替修繕等を行った。

　　　２  庁舎等施設の土砂撤去及び復旧（９,９２６千円）
　　　　　大雨により崩落した豊栄支所法面の土砂撤去及び復旧を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

10,434 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 10,434 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.25

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

0.25

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,755

総事業費(A)+(B) - 千円 - 千円 12,189 千円 - 千円

人件費/総事業費 - ％ - ％ 14.40 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

豊栄支所法面崩落現場

- 18 -
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11 款 1 項 4 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 208 31 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 財務部　管財課　資産経営係 総合計画施策体系 8

事務事業名 普通財産災害復旧事業 ハード一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　平成３０年７月豪雨により被災した市有財産の復旧事業

対　象
（誰・何を対象に）

　市有財産（普通財産）

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　1　土砂撤去（５,６５６千円）
　　　　　普通財産に流入した土砂を撤去した。（３件）

　　　２　普通財産の修繕等（５,４４２千円）
　　　　　被災した普通財産の修繕等を行った。（７件）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　被災した山林等の普通財産について、復旧計画はない。

11,098 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 11,098 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

0.20

事
業
費

-

嘱託職員 -
1,404

総事業費(A)+(B) - 千円 - 千円 12,502 千円 - 千円

人件費/総事業費 - ％ - ％ 11.23 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

土砂災害現場（八本松町）

舗装陥没現場（高屋町）

- 19 -
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2 款 2 項 2 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 60.98 ％ 60.29 ％ 57.13 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 130,422 千円 129,981 千円 126,592 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 10.15 10.15 8.91

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 13.77

79,527 千円

13.81

78,365 千円

13.96

事
業
費

-

嘱託職員 1.00 1.00 1.00 -
72,321

一般財源 43,928 千円 44,124 千円 48,013 千円 53,261

-千円

-

臨時職員 2.62 2.66 4.05 -

千円 千円

その他 6,967 千円 6,922 千円 6,258 千円 6,323 千円

54,271 千円 59,584 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 570 千円

事業費合計（A) 50,895 千円 51,616 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　賦課事務の効率化等（４１,１２２千円）
　　　　　外部委託や人材派遣を活用し、賦課事務の効率化を図った。
　　　　(1)　納税通知書等作成及び封入・封緘業務（委託料：7,724千円）
　　　　　　 個人住民税及び軽自動車税の納税通知書等を作成し、納税義務者別に封入封緘を行っ
　　　　　た。
　　　　(2)　申告相談受付及び給与支払報告書等仕分業務（委託料：6,777千円）
　　　　　　 申告相談業務をスムーズに行うため、税業務経験のある派遣職員を確保し、適正な申告業
　　　　　務を実施した。また、申告時期に送付される課税資料について、処理区分ごとに仕分けを行
　　　　　い、内容確認や記載誤り等の是正を行った。
　　　　(3)　市民税データ入力業務（委託料：4,850千円）
　　　　　　 紙媒体で提出された約１０万件の課税資料について、電算システムに取り込めるようデータ
　　　　　入力を行った。
　　　　(4)　賦課事務に要したその他の経費（郵便料ほか：21,771千円）
　
　　　２　システム管理と電子申告の推進（１３,１４９千円）
　　　　　税系システム及びｅＬ-Ｔａｘシステムの適切な運営・保守を行うとともに、電子申告の利用拡充
　　　　の推進を図った。
　　　　(1)　税系システム等保守・運営業務（委託料：7,828千円）
　　　　　　 税系システムや国税連携システムの安定した稼働を維持するとともに、法改正や事務効率
　　　　　化に伴うシステム改修を行った。
【新】　(2)　電子申告連携対応業務（委託料1,762千円）
　　　　　　 市受理の所得税確定申告データについて税務署へ電子データとして連携する対応を行っ
　　　　　た。
　　　　(3)　地方税電子化協議会会費等負担金（負担金：3,559千円）
　　　　　　 ｅＬ-Ｔａｘシステムの運営主体である同協議会に対し、システム開発や保守などの費用として
　　　　　負担した。
　　　　(4)　電子申告率の推移

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　納税者の税に対する関心が高まる中、毎年のように改正される複雑な税制度について正確かつ分か
り易く説明する必要がある。また、電子申告の利用拡大に加え、マイナンバー法が施行され情報提供
ネットワークシステムや課税の電子的事務処理がよりいっそう高度化・多様化している状況にある。その
ため、税に関する広報活動の推進を図るとともに、マイナンバーを活用した電子的な課税事務処理方
法を確立し、事務処理の効率化・個人情報の漏えい防止対策を図る必要がある。

根拠法令 地方税法、東広島市税条例、所得税法、租税特別措置法

目　的
（何のために）

　税に対する啓発活動を行い、市民の意識向上を目指すとともに自主申告による適正な課税を行う。ま
た、電子申告の利用拡充を推進し、事務の効率化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　納税者（平成３０年６月３０日現在）
　個人住民税　93,366人　　　法人市民税　4,866社　　　軽自動車税　91,070台

所　属 財務部　市民税課　市民税係・税務調整係 総合計画施策体系 4

事務事業名 市民税賦課事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 18 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

- 20 -



( )

-

2 款 2 項 2 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

人件費/総事業費 51.58 ％ 59.44 ％ 75.08 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 254,912 千円 223,324 千円 166,388 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 17.06 17.71 18.02

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 21.24

131,478 千円

22.04

132,745 千円

21.92

事
業
費

-

嘱託職員 0.95 1.90 0.95 -
124,931

一般財源 119,713 千円 86,823 千円 37,401 千円 132,299

-千円

-

臨時職員 3.23 2.43 2.95 -

千円 千円

その他 3,721 千円 3,756 千円 4,056 千円 3,620 千円

41,457 千円 135,919 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 123,434 千円 90,579 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　固定資産税システム保守業務（１３,６９３千円）
　　　　　住民サービスに支障が出ないよう、安定したシステム稼働を維持した。また、平成30年７月豪雨
　　　　に係る被災代替家屋の税負担減額特例措置に伴うシステム改修を行った。

　　　２　固定資産地理情報システム更新業務（８,６４０千円）
　　　　　地番図データ修正及び各種地理情報更新を行った。

　　　３　不動産鑑定評価業務（５,６５７千円）
　　　　　平成31年度賦課に向けた標準宅地の時点修正率の鑑定評価を行った。（406地点）

　　　４　納税通知書作成業務等（４,０７３千円）
　　　　　固定資産税帳票印刷・印字・事後処理業務を行った。

　　　５　法務局登記済データ一括更新保守業務（５９４千円）
　　　　　所有権移転等の通知を法務局から電子データとして取り込み、一括で更新できるシステムの保
　　　　守業務を行った。

　　　６　償却資産データパンチ業務（２３１千円）
　　　　　償却資産の増加・減少資産の明細及び申告書のデータ入力業務を行った。

　　　７　路線価付設業務（３３０千円）
　　　　　平成31年度賦課に向けた新規路線データの入力、路線価の評定、路線価図（ＧＩＳ内）等を作
　　　　成した。（30地点）

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

  固定資産税に関する情報量が年々増加していく中で、システムの活用を図り、業務の効率化に努め
るとともに、コスト縮減にも留意しながら、公平・適正な課税を推進する。

根拠法令 地方税法、東広島市税条例、東広島市都市計画税条例

目　的
（何のために）

   固定資産税（土地、家屋、償却資産）及び都市計画税（土地、家屋）の評価（申告）と賦課を公平・適
正に行うことを目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

  毎年の賦課期日（１月１日）において、土地、家屋、償却資産を所有している者
　平成30年度　納税義務者数　 74,418人

所　属 財務部　資産税課　土地係・家屋係 総合計画施策体系 4

事務事業名 資産税賦課事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 19 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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( )

-

2 款 1 項 3 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

人件費/総事業費 83.95 ％ 84.57 ％ 85.28 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 103,352 千円 99,611 千円 99,709 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 12.00 12.00 12.00

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 12.00

86,760 千円

12.00

84,240 千円

12.41

事
業
費

-

嘱託職員 -
85,031

一般財源 16,592 千円 15,371 千円 14,678 千円 16,556

-千円

-

臨時職員 0.41 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

14,678 千円 16,556 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 16,592 千円 15,371 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　部内の総括事務
　　　　　部内の予算・決算の総括など、総合的な調整を行った。

　　　２　予算編成
　　　　　予算編成方針及び予算案の作成、予算書等の公表を行った。

　　　３　市債の借入れ及び償還
　　　　　市債の借入れに係る協議、借入れ及び償還を行った。

　　　４　地方交付税の算定
　　　　　地方交付税の算定に用いる基礎数値等の取りまとめ、交付額の算定を行った。

　　　５　地方財政状況調査及び財務書類報告書の作成
　　　　　各会計の決算に基づき、財政状況調査表及び財務書類報告書を作成し、公表した。

　　　６　健全化判断比率の算定
　　　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、健全化判断比率を算定し、公表した。

　　　７　財政状況の公表
　　　　　予算の執行状況、公営事業の経理概況、財産・借入金などの状況を半期ごとに公表した。

　　　８　事務事業課題整理の実施
　　　　　当初予算案の作成に向けて予算執行等における課題事項の整理を行った。

　　　９　補助金交付の点検
　　　　　補助金見直しの対象とする経常的な補助金について、補助金交付の必要性、公益性、有効性
　　　　等の観点から適正化を図るため、平成26年度に策定した補助金見直し方針に沿った点検を継
　　　　続的に実施した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　公共施設の老朽化に伴う維持管理・更新費の増加や少子高齢化による扶助費の増加が進む中、普
通交付税の段階的縮減など、今後の財政運営は非常に厳しい見通しとなっている。このため、行財政
改革の推進などによる歳出の縮減とともに、歳入確保に取り組むなど、中長期的な財政見通しを見極
めつつ、予算の選択と集中により施策の重点化を図り、市の発展・成長に繋げる必要がある。

根拠法令 地方自治法、地方財政法、地方交付税法、地方公共団体の財政の健全化に関する法律

目　的
（何のために）

　予算編成、財政状況調査、財政見通し等の財務事務を通して、長期的に財政収支バランスのとれ
た、健全で持続可能な財政運営を目指す。

対　象
（誰・何を対象に）

市財政

所　属 財務部　財政課　財政第1係・財政第2係 総合計画施策体系 4

事務事業名 財務管理事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 31 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事務事業名 市民税一般事務 ソフト

所　属 財務部　市民税課　市民税係・税務調整係 総合計画施策体系 4

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 33 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

一般会計

根拠法令 地方税法、東広島市税条例

目　的
（何のために）

　税務知識の向上を図り、適正な課税等を行う。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

対　象
（誰・何を対象に）

　市民税課職員及び固定資産評価審査委員

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　職員の税務知識の向上（１,９４４千円）
　　　　(1)　県等主催の研修（東広島三税協議会、中国都市税務研修会等）（55千円）
　　　　(2)　行政管理講座（市民税、固定資産評価）（201千円）
　　　　(3)　税法に係る書籍の追録等（1,688千円）

　　　２　固定資産評価審査委員会の運営（７６６千円）
　　　　　固定資産評価審査申出書の審査・決定及び訴訟対応

課題及び
今後の方向性

　毎年改正される税制度について正確かつ分かり易く説明できるよう、引き続き税務知識の向上を図る
とともに、固定資産評価審査委員会の審査を適正に行うための研修の充実に努める必要がある。

2,710 千円 2,942 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 2,426 千円 2,212 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 2,426 千円 2,212 千円 2,710 千円 2,942

-千円

-

臨時職員 2.16 1.36 1.41 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 3.80 3.80 3.53

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 5.96

31,239 千円

5.16

29,287 千円

4.94

事
業
費

-

嘱託職員 -
27,729

総事業費(A)+(B) 33,665 千円 31,499 千円

％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

30,439 千円 - 千円

人件費/総事業費 92.79 ％ 92.98 ％ 91.10
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2 款 2 項 1 目

5 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

人件費/総事業費 90.43 ％ 89.79 ％ 90.23 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 8,880 千円 8,991 千円 8,410 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.03 1.08 1.07

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 1.24

8,030 千円

1.30

8,073 千円

1.27

事
業
費

-

嘱託職員 0.05 0.10 0.05 -
7,588

一般財源 850 千円 918 千円 822 千円 999

-千円

-

臨時職員 0.16 0.12 0.15 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

822 千円 999 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 850 千円 918 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

 
　　　１　各種研修会への参加（旅費：１７６千円　負担金：１５５千円）
　　　　(1)　県主催の初任者研修（固定資産税、家屋評価）
　　　　(2)　資産評価システム研究センター主催（固定資産税、償却資産）
　　　　(3)　中国都市税務協会主催（税務研究会）
　　　　(4)　行政管理講座（固定資産税、家屋評価）

　　　２　固定資産税等に関する情報及び資料の整備（需用費：４９１千円）
　　　　　　（法規集等追録：421千円　図書等：70千円）
　　　　(1)　税法に係る書籍の追録等
　　　　(2)　資産評価や固定資産税制度に関する図書、研修テキスト購入

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　市民の税に対する関心が高まる中、固定資産税の評価・賦課について、説明責任が果たせるよう、
引き続き職員の資質の向上を図る必要がある。

根拠法令 地方税法、東広島市税条例、東広島市都市計画税条例

目　的
（何のために）

　職員の資産評価や税制度に関する資質の向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　資産税課職員

所　属 財務部　資産税課　土地係・家屋係 総合計画施策体系 4

事務事業名 資産税一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 34 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

円

人件費/総事業費 63.55 ％ 61.84 ％ 62.11 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 1,133 千円 1,132 千円 1,127 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.10

720 千円

0.10

700 千円

0.10

事
業
費

-

嘱託職員 -
700

一般財源 413 千円 432 千円 427 千円 436

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

427 千円 436 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 413 千円 432 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　研修への参加（２１２千円）
　　　　　職員の資質向上のため、徴収事務の研修等により滞納整理の専門知識の習得を行った。
          　・中国都市税務協議会研究会、ＮＯＭＡ行政管理講座徴収事務研修等に係る旅費・負担金
　　　　　など

　　　２　情報収集（２１５千円）
　　　　　徴収事務に必要な情報収集等を行った。
　　　　　・税制度に関する図書購入など

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　滞納整理事務は、正確かつ迅速に行う必要があり、徴収事務に関する専門知識の習得及び職員の
資質向上のために、今後も同様に実施する。

根拠法令

目　的
（何のために）

　適切な徴収事務を行うため、職員の資質向上を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

 　収納課職員

所　属 財務部　収納課　庶務係・調査係・収納第1係・収納第2係 総合計画施策体系 4

事務事業名 収納一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 504 35 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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